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１． 総論 

(1) 事案の概要

本事案は、A 社が、適格合併に係る被合併法人 B 社の未処理欠損金額を A 社の欠損

金額とみなして損金の額に算入し、法人税の確定申告をしたところ、原処分庁が、当

該適格合併は、当該被合併法人の未処理欠損金額を利用するためにした異常又は変則

的な合併であり、当該未処理欠損金額を損金の額に算入することは、A 社の法人税の負

担を不当に減少させる結果となると認められるとして、組織再編成に係る行為又は計

算の否認規定を適用し、当該合併を行わなかったものとして当該未処理欠損金額を損

金の額に算入せずに更正処分等を行ったのに対し、A 社が、正当な事業目的のある当該

合併には同否認規定は適用されないこと等を理由として、同処分等の一部の取消しを

求めた事案であり、争点は次の通りである。

【図表 1 争点】 

争点 1 

法人税法 57 条 3 項に規定する要件に該当しない適格合併（特定資

本関係が 5 年超の適格合併）で、同条 2 項の規定を適用したものに

対して、同法 132 条の 2 の規定を適用して更正処分することは違法

か否か。

⇒２

争点 2 

A社がB社の未処理欠損金額をA社の欠損金額とみなして損金の額

に算入したことは、法人税法 132 条の 2 に規定する「法人税の負担

を不当に減少させる結果となると認められるもの」に該当するか否

か。

⇒３

(2) 審査請求に至る経緯

A 社のプレスリリース、平成 28 年 11 月 1 日付訴状等で、裁決書の非開示部分を補

うと、審査請求に至る経緯は、次の通りである。

① 概要

(ｱ) A 社は、昭和 14 年 12 月 3 日に設立された法人であり、自動車部品等の製造・

販売を主たる事業とし、東京都千代田区に本店を有する。

(ｲ) B 社は、平成 2 年 3 月 20 日に設立された法人であり、二輪車用アルミホイ

ール等の鋳造加工等を主たる事業とし、岡山県津山市に本店を有していた。

B 社は、平成 14 年 2 月 9 日（＝特定資本関係発生日）に、A 社により発行

済株式の 2/3 を取得され、平成 15 年 3 月 18 日に A 社の完全子会社となり、

平成 22 年 3 月 1 日、A 社を合併法人、B 社を被合併法人とする吸収合併（以

下、「本件合併」という）により消滅した。

(ｳ) C 社は、平成 22 年 2 月 16 日に A 社により金銭出資されて設立（以下、「本

件設立」という）された法人であり、B 社と商号、目的及び役員構成が同一で

あった。
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C 社は、同年 3 月 1 日に、A 社との間で譲渡契約を締結し、A 社が本件合併

により承継した鋳造加工事業に係る棚卸資産（製品、仕掛品、原材料及び貯蔵

品）等を譲り受け、未払費用（未払人件費）等の負債を承継した（以下、「本

件譲渡」という。なお、本件合併、本件設立、本件譲渡を併せて「本件一連の

行為」という）。

また、C 社は、同年 3 月 1 日、A 社との間で、A 社が本件合併により承継し

た鋳造加工事業に係る工場・製造設備の賃貸借契約を締結し、減価償却費相当

額を賃借料とし、工場・製造設備に係る固定資産税、修繕費、火災保険料を負

担することとされた。

同月 2 日、C 社は本店を工場所在地である岡山県津山市に移転した。 

【図表 2 資本関係の推移】 

② B 社の損益構造

B 社は、次の理由により、A 社に買収された平成 14 年 3 月以降、慢性的な赤字

となっていた。

(ｱ) A 社は、B 社に製造委託し、B 社が製造した製品を仕入れて、販売先に転売

していたが、仕入価格は、A 社の販売先への転売価格から一定率を控除した価

格に固定されていた。このため、A 社の販売先からの受注不振により、B 社は

限界利益が固定費を下回っていた。アルミホイールの製造は、多くの高価な製

造設備と相応の人員体制を必須とする設備負担の重い装置産業であり、減価償

却費と人件費を中心とする固定費の負担が重い。しかし、B 社は、自社の損益

に直結するアルミホイール製造販売数量を自社努力により増加する役割も能

力もない中で、A 社の受注減少の事業リスクを 100％負担させられていた。

(ｲ) B 社は A 社に買収された後にアルミホイールの鋳造加工事業を開始したた

め、新規事業の立上げに伴う初期費用に加えて、ノウハウの不足による製品不

良率が高かった。

A 社 

B 社 

A 社 

B 社 

合併100％ 

A 社 

C 社 

100％ 

合併前 合併 合併後

C 社 

100％ 譲渡

C 社 

100％ 
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③ B 社の慢性的な赤字体質改善についての検討・施策

A 社の各会議において、B 社の事業の立て直しを図りつつ、B 社の繰越欠損金を

有効活用すべく、組織再編税制（合併等）を利用したスキーム等が検討された。

具体的な会議の内容については次の通りであり、特に重要な会議については枠

囲みをしている。

(ｱ) 平成 17 年 3 月 14 日、平成 18 年 2 月 13 日及び平成 19 年 2 月 26 日、A 社の

販売数量が着実に増加するとの見込みから、A 社は増資による支援を実施した

が、平成 20 年 3 月期は、販売数量増加及び不良率改善効果等により、単年度

ベースでは黒字化したものの、その後リーマンショック以降は販売数量の激減

により、平成 21 年 3 月期は再度赤字となり、平成 22 年 3 月期の途中で債務

超過に陥った。しかし、A 社は販売先との取引関係上、赤字事業であったアル

ミホイール製造事業を継続せざるを得なかった。

(ｲ) 平成 21 年 11 月 30 日、A 社アルミ商品グループ及び経営企画室は、経営会議

に対し、B 社の損益改善計画を提案した。

・設備投資計画の見直し、不要設備の廃棄等

・期末までに増資

(ｳ) 平成 21 年 12 月 3 日、 A 社経理部は、「アルミ事業の立直しを図りつつもこの

繰越欠損金を有効活用すべく、企業グループ内組織再編手法として『吸収合併』

を提案する」資料を作成した。

(ｴ) 平成 21 年 12 月 10 日、東京国税局に対する照会を行い、「B 社は平成 14 年 3

月期から特定資本関係にあり、特定資本関係が A 社の合併事業年度開始の日 5

年前の日以前に生じているため、A 社が B 社を適格合併した際には、B 社の繰

越欠損金につき、繰越可能期間である 7 年分を引き継ぐことができる」旨の回

答を得た。

(ｵ) 平成 21 年 12 月 15 日、A 社経理部は、社長、専務等に対し、株式の無償譲渡

（100％減資）の活用や連結納税制度の活用との比較検討の上、税務上のメリ

ット及び人件費アップを回避できるスキームとして、企業組織再編税制の活用

（適格合併等）を提案した。

(ｶ) 平成 21 年 12 月 21 日、A 社経営企画室及び経理部は、経営会議及び取締役会

において、アルミホイール製造事業全体の管理強化及び同事業のリスク帰属主

体を A 社に移転させるという目的を実現すべく、吸収合併を提案し、承認され

た。また、アルミホイール生産を委託する新会社 C 社の設立、B 社従業員の C

社への転籍についても、平成 22 年 2 月 5 日の取締役会に提案されることとし

た。

(ｷ) 平成 21 年 12 月 22 日、本件合併に係る合併契約を締結した。

(ｸ) 平成 22 年 1 月 13 日、A 社経営企画室は、経営会議において、C 社の商号等や
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事業計画等を提案し、承認された。ここで、アルミホイール製造事業は A 社と

C 社が一体で管理を行い、同事業のリスクは A 社に帰属させるという目的は変

えないままで、設備の減価償却費相当額を賃貸料として C 社に負担させる旨の

やり取りが行われた。 

(ｹ) 平成 22 年 1 月 27 日、A 社常務席会議において、経営企画室作成の「アルミ商

品グループの管理方法」の報告書が提出された。同報告書では、以下の通り記

載され、C 社を販売先からのアルミホイール受注数量の増減等を要因とする損

益の大きな変動リスクから解放し、アルミホイール製造数量にかかわらず、期

間損益が赤字にならないような形態とした。 

・C 社と A 社との取引は、従来通り製品若しくは材料仕入れとなる 

・固定資産は全て A 社の資産として管理する 

・従来 B 社で負担していた費用（減価償却費・固定資産税・その他経費）を C

社に負担させる（⇒C 社のコスト構造は B 社のコスト構造と同じになった） 

・C 社からの仕入価格を原価の実態に合わせた金額にする、従って、C 社の自

助努力によりコスト改善した場合には、損益向上のインセンティブが一定程度

付与される建付けとする 

(ｺ) 平成 22 年 2 月 5 日、A 社取締役会において、経営企画室作成の「B 社増減資

及び C 社設立」が承認された。承認された C 社の事業計画では、C 社の売上

高及び経常利益の数値は、平成 22 年 1 月 13 日の経営会議における事業計画と

は異なり、売上高が増加し、経常利益が減少しているが、これは C 社に減価償

却費等を負担させつつ、C 社がアルミホイール製造数量にかかわらず期間損益

が赤字にならないよう A 社と C 社の仕入価格を調整する方針が決定されたた

めである。 

A 社におけるアルミホイール事業管理体制については、本件合併後、A 社の経

営トップが参加する毎月の予算会議において、新たに C 社の属するアルミホイ

ール製造販売部門が審議対象に加えられ、A 社経営陣に対する毎月の業況及び

課題進捗の報告、A 社経営陣からの質疑及び指示が直接行われる体制へと移行

することとされた。 

(ｻ) 平成 22 年 3 月 1 日、本件合併、本件譲渡を行い、B 社従業員らの C 社への転

籍を行った。 

 

④ 本件合併により A 社が B 社から引き継いだ繰越欠損金 

A 社は、B 社から引き継いだ繰越欠損金（平成 16 年 3 月期から平成 22 年 2 月

期までの繰越欠損金で平成 20 年 3 月期を除く 6 期分：つまり特定資本関係発生日

以後の繰越欠損金）につき、平成 22 年 3 月期において 6 億 1673 万円、平成 23 年

3 月期において 5 億 5875 万円を損金の額に算入し、確定申告をした。 
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   【図表 3 繰越欠損金の発生・使用状況】 

事業年度 イベント B 社 A 社 

平成 14 年 3 月期 B 社を買収   

平成 15 年 3 月期    

平成 16 年 3 月期  NOL 発生  

平成 17 年 3 月期  NOL 発生  

平成 18 年 3 月期  NOL 発生  

平成 19 年 3 月期  NOL 発生  

平成 20 年 3 月期    

平成 21 年 3 月期  NOL 発生  

平成 22 年 2 月期  NOL 発生  

平成 22 年 3 月期 本件合併 （NOL 引継） 約 6.2 億円の NOL を使用 

平成 23 年 3 月期   約 5.6 億円の NOL を使用 

 

⑤ 更正処分及び審査請求 

(ｱ)  平成 27 年 6 月 26 日付で、東京国税局は、法人税法 132 条の 2 に基づき、

合併が行われなかったものとして、A 社の平成 22 年 3 月期と平成 23 年 3 月

期の法人税について、損金算入（約 12 億円）を否認、翌期に繰り越す欠損金

は零とする更正処分を行い、追徴税額は過少申告加算税及び地方税を合わせ、

約 5 億円とした。 

(ｲ)  平成 27 年 8 月 18 日、A 社は上記処分の取消しを求めて審査請求をした。 

 

(3) 裁決の結論 

本件各更正処分、各賦課決定処分は適法であり、審査請求には理由がないから、い

ずれも棄却された。 

平成 28 年 7 月 7 日、国税不服審判所は、本件の審査請求を棄却する旨の裁決（東裁

（法）H28 第 5 号（組織再編成に係る行為計算否認／B 社の未処理欠損金額が引き継

がれた合併））（以下、「本件裁決」という）をした。A 社はこれを不服として、東京地

方裁判所に対し更正処分等の取消し請求訴訟を提起した。 

 

２． 争点 1 

(1) 関係法令 

① 法人税法 57 条 1 項 

確定申告書を提出する内国法人の各事業年度開始の日前七年以内に開始した事業年

度において生じた欠損金額（この項の規定により当該各事業年度前の事業年度の所得

の金額の計算上損金の額に算入されたもの及び第八十条（欠損金の繰戻しによる還付）
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の規定により還付を受けるべき金額の計算の基礎となつたものを除く。）がある場合に

は、当該欠損金額に相当する金額は、当該各事業年度の所得の金額の計算上、損金の

額に算入する。

② 法人税法 57 条 2 項

適格合併等（適格合併又は合併に類する分割型分割として政令で定めるもののうち

適格分割型分割に該当するもの（以下この条において「合併類似適格分割型分割」と

いう。）をいう。以下この項及び次項において同じ。）が行われた場合において、当該

適格合併等に係る被合併法人又は分割法人（以下この項及び次項において「被合併法

人等」という。）の当該適格合併等の日前七年以内に開始した各事業年度（以下この項

及び次項において「前七年内事業年度」という。）において生じた欠損金額（当該被合

併法人等が当該欠損金額（この項又は第六項の規定により当該被合併法人等の欠損金

額とみなされたものを含み、第五項又は第九項の規定によりないものとされたものを

除く。次項、第四項及び第八項において同じ。）の生じた前七年内事業年度について青

色申告書である確定申告書を提出していることその他の政令で定める要件を満たして

いる場合における当該欠損金額に限るものとし、前項の規定により当該被合併法人等

の前七年内事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入されたもの及び第八十条の

規定により還付を受けるべき金額の計算の基礎となつたものを除く。以下この項にお

いて「未処理欠損金額」という。）があるときは、当該適格合併等に係る合併法人又は

分割承継法人（以下この項及び次項において「合併法人等」という。）の当該適格合併

等の日の属する事業年度（以下この項及び次項において「合併等事業年度」という。）

以後の各事業年度における前項の規定の適用については、当該前七年内事業年度にお

いて生じた未処理欠損金額は、それぞれ当該未処理欠損金額の生じた前七年内事業年

度開始の日の属する当該合併法人等の各事業年度（当該合併法人等の合併等事業年度

開始の日以後に開始した当該被合併法人等の当該前七年内事業年度において生じた未

処理欠損金額にあつては、当該合併等事業年度の前事業年度）において生じた欠損金

額とみなす。

③ 法人税法 57 条 3 項

適格合併等に係る被合併法人等と合併法人等（当該合併法人等が当該適格合併等に

より設立された法人である場合にあつては、当該適格合併等に係る他の被合併法人等。

第一号において同じ。）との間に特定資本関係（いずれか一方の法人が他方の法人の発

行済株式又は出資（当該他方の法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は

総額の百分の五十を超える数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に保有する関係

その他の政令で定める関係をいう。以下この項及び第五項において同じ。）があり、か

つ、当該特定資本関係が当該合併法人等の当該適格合併等に係る合併等事業年度開始
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の日の五年前の日以後に生じている場合において、当該適格合併等が共同で事業を営

むための適格合併等として政令で定めるものに該当しないときは、前項に規定する未

処理欠損金額には、当該被合併法人等の次に掲げる欠損金額を含まないものとする。 

一 当該被合併法人等の特定資本関係事業年度（当該被合併法人等と当該合併法人等

との間に当該特定資本関係が生じた日の属する事業年度をいう。次号において同じ。）

前の各事業年度で前七年内事業年度に該当する事業年度において生じた欠損金額

（当該被合併法人等において第一項の規定により前七年内事業年度の所得の金額の

計算上損金の額に算入されたもの及び第八十条の規定により還付を受けるべき金額

の計算の基礎となつたものを除く。次号において同じ。） 

二 当該被合併法人等の特定資本関係事業年度以後の各事業年度で前七年内事業年度

に該当する事業年度において生じた欠損金額のうち第六十二条の七第二項（特定資

産に係る譲渡等損失額の損金不算入）に規定する特定資産譲渡等損失額に相当する

金額から成る部分の金額として政令で定める金額 

 

④ 法人税法 132 条の 2 

税務署長は、合併、分割、現物出資若しくは事後設立（第二条第十二号の六（定義）

に規定する事後設立をいう。）又は株式交換若しくは株式移転（以下この条において「合

併等」という。）に係る次に掲げる法人の法人税につき更正又は決定をする場合におい

て、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には、合併等により移転する資

産及び負債の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加、法人税の額から控除す

る金額の増加、第一号又は第二号に掲げる法人の株式（出資を含む。第二号において

同じ。）の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加、みなし配当金額（第二十四

条第一項（配当等の額とみなす金額）の規定により第二十三条第一項第一号（受取配

当等の益金不算入）に掲げる金額とみなされる金額をいう。）の減少その他の事由によ

り法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その

行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより、その法人に係る法人税

の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額を計算することができる。 

一 合併等をした一方の法人又は他方の法人 

二 合併等により交付された株式を発行した法人（前号に掲げる法人を除く。） 

三 前二号に掲げる法人の株主等である法人（前二号に掲げる法人を除く。） 

 

＜参考＞ 

「平成 13 年度改正税法のすべて」（243 頁）より抜粋 

近年の企業組織法制の大幅な緩和に伴って組織再編成の形態や方法は相当に多様と

なっており、組織再編成を利用する複雑、かつ、巧妙な租税回避行為が増加するおそ

れがあります。 
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組織再編成を利用した租税回避行為の例として、次のようなものが考えられます。

・繰越欠損金や含み損のある会社を買収し、その繰越欠損金や含み損を利用するため

に組織再編成を行う。

・複数の組織再編成を段階的に組み合わせることなどにより、課税を受けることなく、

実質的な法人の資産譲渡や株主の株式譲渡を行う。

・相手先法人の税額控除枠や各種実績率を利用する目的で、組織再編成を行う。

・株式の譲渡損を計上したり、株式の評価を下げるために、分割等を行う。

このうち、繰越欠損金や含み損を利用した租税回避行為に対しては、個別に防止規

定（法法 57③、⑥、62 の 7）が設けられていますが、これらの組織再編成を利用した

租税回避行為は、上記のようなものに止まらず、その行為の形態や方法が相当に多様

なものと考えられることから、これに適正な課税を行うことが出来るように包括的な

組織再編成に係る租税回避防止規定が設けられました（法法 132 の 2）。 

(2) 当事者の主張

法人税法 57 条 3 項に規定する要件に該当しない適格合併（特定資本関係が 5 年超の

適格合併）で、同条 2 項の規定を適用したものに対して、同法 132 条の 2 の規定を適

用して更正処分することは違法か否かについての原処分庁と A 社の主張の要旨は以下

の通りである。

なお、A 社のプレスリリース、平成 28 年 11 月 1 日付訴状等で、裁決書の非開示部

分の内容を推測している。

【図表 4 当事者の主張（争点 1）】 

原処分庁 A 社 

「平成 13 年度改正税法のすべて」におい

て、繰越欠損金を有する会社を買収する形

態の租税回避行為等を例示した上で、繰越

欠損金を利用した租税回避行為等に対して

は個別に防止規定が設けられているが、組

織再編成を利用した租税回避行為は例示し

たようなものにとどまらず、その行為の形

態や方法が相当に多様なものとなることが

考えられることから、これに適正な課税を

行うことができるように同条が設けられた

ものである旨記載されており、同条の立法

趣旨として繰越欠損金を利用した租税回避

行為を適用対象とすることを企図している

「平成 13 年度改正税法のすべて」の記載

内容からすれば、法人税法 132 条の 2 は、

立法当時想定していないような租税回避行

為に対して適用することが意図され、立法

当時既に想定されていた態様の租税回避行

為に対しては、個別的否認規定で租税回避

行為として否認されないための要件の全て

が書き尽くされ、個別的否認規定の定める

否認要件に該当しない限りは否認がなされ

ないことが想定されていたのであるから、

個別的否認規定が存する類型の組織再編成

に対しては、当該規定における要件に該当

していない場合には、一般的否認規定であ
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原処分庁 A 社 

ことは明確である。 

従って、法人税法 57 条 3 項に規定する要

件に該当しないことをもって、同条 2 項を

適用した適格合併であっても、同法 132 条

の 2 の規定を適用する余地がないと解する

のは相当ではない。 

る同条を適用することは許容されない。 

法人税法 57 条 3 項は、繰越欠損金を利用

するために組織再編成を行うことを防止す

るための個別的否認規定であり、同項の要

件に該当していない本件合併に対して、更

に一般的否認規定である同法 132 条の 2 を

適用して損金算入を否認することは、立案

担当者の説明から読み取れる立法趣旨に照

らして許容されるものではない。 

東京高裁平成 26 年 11 月 5 日判決（ヤフ

ー事件）は、組織再編成を構成する個々の

行為について個別にみると事業目的がない

とは言えないような場合であっても、当該

行為に個別規定を形式的に適用したときの

税負担減少効果が、組織再編成全体として

みた場合に組織再編成に関する税制の趣旨

及び目的、又は個別規定の趣旨及び目的に

晃に反する場合には、同条を適用すること

ができる旨も判示している。 

東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決（ヤフ

ー事件）は、法人税法 57 条 3 項が規定する

特定資本関係が生じた日に係る 5 年の要件

に関しては同法 132 条の 2 の適用は「想定

し難い」としており、「5 年」という明瞭で

疑義の生じようもない数値基準を示す個別

規定についてまで趣旨及び目的によって実

質的に要件を付加するような解釈は、恣意

的で、租税法律主義に反するというほかな

い。 

 

(3) 審判所の判断 

法人税法 57 条 3 項に規定する要件に該当しない適格合併（特定資本関係が 5 年超の

適格合併）で、同条 2 項の規定を適用したものに対して、同法 132 条の 2 の規定を適

用して更正処分することは違法か否かについて、審判所は次の通り判断した。ここで

は、これに関する分析を行っている。なお、A 社のプレスリリース、平成 28 年 11 月 1

日付訴状等で、裁決書の非開示部分の内容を推測している。 

 

【図表 5 審判所の判断と分析（争点 1）】 

審判所の判断 分析 

組織再編成は、その形態や方法が複雑か

つ多様であるため、これを利用する巧妙な

租税回避行為が行われやすく、租税回避の

手段として濫用されるおそれがあることか

ら、法人税法 132 条の 2 は、税負担の公平

を維持するため、組織再編成において法人

① 個別否認規定（法法 57③）との関係 

本件裁決はヤフー・IDCF 最高裁判決に

おける法人税法 132 条の 2 の趣旨等に従っ

て判断されている。 

但し、原処分庁及び A 社がそれぞれ「平

成 13 年度改正税法のすべて」に言及して主
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審判所の判断 分析 

税の負担を不当に減少させる結果となると

認められる行為又は計算が行われた場合

に、それを正常な行為又は計算に引き直し

て法人税の更正又は決定を行う権限を税務

署長に認めたものと解され、組織再編成に

係る租税回避を包括的に防止する規定とし

て設けられたものである。 

 また、法人税法 132 条の 2 の規定上、同

法57条3項に規定する要件に該当しない組

織再編成に対して、同法 132 条の 2 を適用

することを除外する規定は設けられていな

い。 

そうすると、法人税法 132 条の 2 の趣旨

及び目的に鑑みると、本件のように同法 57

条 3 項に規定する要件に該当しない適格合

併で、同条 2 項の規定を適用したものにつ

いて、それが租税回避の手段として濫用す

るものであれば、同法 132 条の 2 の適用は

認められるものと解することが相当であ

る。 

 したがって、法人税法 57 条 3 項に規定す

る要件に該当しない適格合併で、同条 2 項

の規定を適用したものに対して、同法 132

条の 2 の規定を適用して更正処分をするこ

とが、違法となるものではない。 

張した個別否認規定との関係については触

れず、「法人税法 132 条の 2 の規定上、同

法57条3項に規定する要件に該当しない組

織再編成に対して、同法 132 条の 2 を適用

することを除外する規定は設けられていな

い」と述べたのみである。 

また、A 社が主張したヤフー第一審判決

（東京地裁判決：平成 26 年 3 月 18 日）に

ついても、触れていない。同判決の判示は

次の通りであり、控訴審においても維持、

上告審では直接言及していないものの否定

をしていない。 

「個別否認規定が定める要件の中には、

法 57 条 3 項が定める 5 年の要件など、未

処理欠損金額の引継ぎを認めるか否かにつ

いての基本的な条件となるものであって、

当該要件に形式的に該当する行為又は事実

がある場合にはそのとおりに適用すること

が当該規定の趣旨・目的に適うことから、

包括的否認規定の適用が想定し難いものも

存在することは否定できない」 

  

本来であれば、個別規定（法法 57③）の

射程外である取引を、法人税法 132 条の 2

の適用により、射程内に引き戻して課税す

ることについては疑問が生じる。 

 

② 特定資本関係 5 年超要件1 

 特定資本関係 5 年超要件は、組織再編税

制創設時の繰越欠損金の繰越期間が 5 年で

あり、買収後 5 年経過すれば、繰越欠損金

が消滅するため、租税回避行為が生じ得な

                                                  
1 「特定資本関係 5 年超要件」とは、適格合併のうち未処理欠損金額の引継制限を受けない合併の要件と

して、法人税法 57 条 3 項、法人税法施行令 112 条 4 項 1 号において規定された、特定資本関係の発生か

ら適格合併の日の属する事業年度開始日までが 5 年超の期間の要件をいう。 
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審判所の判断 分析

いという趣旨の下、設けられたものである。

（但し、その後、繰越欠損金の繰越期間は、

7 年、9 年と改正されたが、特定資本関係 5

年超要件は据え置かれている。特定資本関

係 5 年超要件は、趣旨からすれば繰越欠損

金の繰越期間に合わせるべきであると考え

られるところ、改正はなされていない。）

審判所は、この要件の趣旨について特段

言及していない。

 本件合併は、特定資本関係発生日（買収

日）が平成 14 年 2 月 9 日、合併事業年度

開始の日が平成 21 年 4 月 1 日であること

から、特定資本関係 5 年超要件を満たして

いる。しかも、繰越欠損金は買収日後の平

成 16 年 3 月期以後に発生したものであり、

事業損失で構成されている。

仮に、みなし共同事業要件を満たさず、

特定資本関係が 5 年内の合併であり、時価

純資産超過特例の適用がなかったとして

も、特定資本関係発生事業年度以後に発生

した事業損失からなる繰越欠損金であれ

ば、制限は課されない。

法人税法 132 条の 2 の適用にあたり、個

別規定の趣旨・目的から逸脱した行為とい

えるのか疑問が生じる。

(4) 今後の実務への影響

これまでの実務では、一般的に、5 年超の特定資本関係がある法人間の適格合併につ

いては、繰越欠損金の制限は生じ得ないものとして取り扱っている

現状、繰越欠損金の制限が生じ得ないものとして取り扱われている本件の類似再編

例を考えてみる。5 年超の 100％グループ内で、親会社が集中的に不動産保有・管理す

るため、繰越欠損金を有する子会社が不動産以外を分社型分割で切り出し、その後不

動産のみを有する分割法人と親会社が合併し、分割承継法人は不動産を親会社から賃

借するような場合、今後は、法人税法 132 条の 2 の適用について留意する必要がある
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のか疑問が生じる。特定資本関係（現行税法上は「支配関係」）5 年超要件を充足した

組織再編成であっても包括否認リスクがあるということであれば、本件は今後の実務

に与える影響が大きいと考えられる。 

 

【図表 6 類似再編例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．争点 2 

(1) 法令解釈 

法人税法 132 条の 2 の趣旨及び目的からすれば、同条にいう「法人税の負担を不当

に減少させる結果となると認められるもの」とは、法人の行為又は計算で組織再編税

制に係る各規定を租税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させ

るものであることをいうと解すべきであり、その濫用の有無の判断に当たっては、①

当該法人の行為又は計算が、通常は想定されない組織再編成の手順や方法に基づいた

り、実態とは乖離した形式を作出したりするなど、不自然なものであるかどうか、②

税負担の減少以外にそのような行為又は計算を行うことの合理的な理由となる事業目

的その他の事情が存在するかどうか等の事情を考慮した上で、当該行為又は計算が、

組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したものであって、組織再編税

制に係る各規定の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるもの又は

免れるものと認められるか否かという観点から判断するのが相当である。 

 

(2) 当事者の主張 

   A 社が B 社の未処理欠損金額を A 社の欠損金額とみなして損金の額に算入したこと

は、法人税法 132 条の 2 に規定する「法人税の負担を不当に減少させる結果となると

認められるもの」に該当するか否かについての原処分庁と A 社の主張の要旨は、次の

通りである。一部、A 社の主張に対する審判所の判断も併記している。 

なお、A 社のプレスリリース、平成 28 年 11 月 1 日付訴状等で、裁決書の非開示部

分の内容を推測している。 

親会社 

子会社 

不動産＋NOL 

親会社 

分割法人

分割承継法人 

(i)新設分割 

親会社 

(ii)合併 

分割承継法人 

不動産＋NOL 

不動産＋NOL 
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【図表 7 当事者の主張及び A 社の主張に対する審判所の判断（争点 2）】 

原処分庁 A 社 

法人税法 132 条の 2 に規定する「法人税

の負担を不当に減少させる結果となると認

められるもの」とは、最高裁平成 28 年 2

月 29 日第一小法廷判決が示すとおり、組織

再編税制に係る各規定を租税回避の手段と

して濫用することにより法人税の負担を減

少させるものをいい、同判決においてその

「濫用」の有無の判断として示された「①

当該法人の行為又は計算が、通常は想定さ

れない組織再編成の手順や方法に基づいた

り、実態とは乖離した形式を作出したりす

る等、不自然なものであるかどうか、②税

負担の減少以外にそのような行為又は計算

を行うことの合理的な理由となる事業目的

その他の事由が存在するかどうか等の事情

を考慮した上で、当該行為又は計算が、組

織再編成を利用して税負担を減少させるこ

とを意図したものであって、組織再編税制

に係る各規定の本来の趣旨及び目的から逸

脱する態様でその適用を受けるもの又は免

れるものと認められるか否かという観点か

ら判断する」という基準に照らすと、以下

のことから、本件において、A 社が B 社の

未処理欠損金額を損金の額に算入したこと

は、同条に規定する「法人税の負担を不当

に減少させる結果となると認められるも

の」に該当する。

最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決

（ヤフー事件）の示した判断基準の枠組か

らすれば、原処分庁の主張は妥当せず、A

社が B 社の未処理欠損金額を損金の額に算

入したことは、法人税法 132 条の 2 に規定

する「法人税の負担を不当に減少させる結

果となると認められるもの」に該当しない。 
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① 本件一連の行為が不自然なものであることについて 

 

原処分庁 A 社 審判所 

A 本件一連の行為は、実態

とは乖離した形式を作出し

たものであるといえる。 

本件一連の行為の前後

で、B 社と C 社は、 

(ｱ)人員組織がほぼ同一で

あること、 

(ｲ)事業管理体制について

もほぼ変更がないこ

と、 

(ｳ)A 社との間の取引基本

契約の内容はほぼ同

一で、外形上何ら変

わることなく同一の

事業を行っているこ

と、 

(ｴ )C 社の行う事業内容

が、A 社を売上先とし

て同一の製品を、C 社

に製造委託するもので

あること、 

(ｵ)B 社が所有していた工

場・製造設備の所有者

に変更はあったもの

の、C 社の損益構造に

実質的な変更を生じさ

せるものではないこ

と、 

(ｶ)A 社の子会社事業に対

する投資スキームの形

式を変更しないで投資

継続されていること 

から、本件一連の行為の結

A 本件一連の行為は、実態

とは乖離した形式を作出し

たものとはいえない。 

(ｱ) 本件一連の行為とそ

の過程で実施された

販売単価の変更は、事

業上の問題点を解決

するために、経営陣が

その時々に最善と思

われる判断を真摯に

重ねていった結果と

して行われたもので、

その全体が密接不可

分なものであって、本

件合併と販売単価の

変更を個々に分断的

に評価することは、A

社が意図した全体と

しての効果を無視す

るものであり、実態の

評価を誤るものであ

ることは明らかであ

る。 

(ｲ) B 社は、A 社への販売

単価が一定で、販売数

量の増減により収支

が変動し本件事業リ

スクを負担していた

が、本件一連の行為の

過程で販売単価を販

売数量に応じたもの

に変更したことで、C

社は販売数量にかか

本件においては、当該販

売単価の変更は、C 社に減

価償却費その他の工場・製

造設備に係る費用を負担さ

せる方針に変更した結果、

本件合併によってアルミ製

造事業の損益改善を図ると

いう当初の計画を達成する

ことが困難になったことか

ら、当該損益改善を達成す

るための代替的な手段とし

て、本件 1 月 27 日の常務席

会議において、新たに提案

されたものであり、本件合

併とは全く異なる視点で提

案された別手段であって、

仮に、本件合併を実施しな

かったとしても、当該販売

単価の変更を実施すれば A

社の上記の目的は達成する

ことが可能であったと認め

られ、当該販売単価の変更

が合併に関する一連の意思

決定の過程で決定されたと

いう事情を踏まえたとして

も、本件合併と密接不可分

的に評価することが相当な

ものであるとはいえない。 
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原処分庁 A 社 審判所 

果、B 社が行っていた事業

をそのまま C 社に承継さ

せ、B 社が存続していると

同一の状態を維持している

ものと認められる。 

 以上のことから、C 社と

いう新会社を設立し、B 社

が形式的には本件合併によ

り解散し消滅しているにも

かかわらず、実質的に B 社

が存続していると同一の状

態を維持している点におい

て、本件一連の行為は「実

態とは乖離した形式を作出

し」たものであるといえる。 

 

わらず期間収支が均

衡し、本件事業リスク

は A 社が負担するこ

ととなった。 

また、本件一連の行

為により、工場製造設

備は A 社の所有とな

って、C 社はアルミホ

イール製造事業リス

クを負うことがない

賃加工形態の事業を

営む会社となり、A 社

との間でアルミ工場

を含む製造設備の賃

貸借契約を締結する

ことで柔軟な管理体

制を可能とする建付

けに移行したことか

らも、本件一連の行為

は、本件事業リスクの

移転並びに B 社の損

益構造及びグループ

内の役割変更という

実際上の効果をもた

らすものであり、ま

た、それらの重要な変

更を A 社グループ内

外に明らかにする意

味も有していた。 

本件一連の行為とその過

程で実施された販売単価の

変更を経ることによって、C

社と B 社とは大きく異なる

ものとなったので、「実態と

は乖離した形式を作出し

 

 

 

 

確かに、本件合併に伴っ

て当該有形固定資産の所有

権は A 社に移転しているも

のの、本件合併及びこれに

関連する一連の行為の結

果、工場・製造設備の供用

実態及び経済的実態に実質

的な変化が生じているとは

いえないことなどからする

と、当該所有権移転の事実

及びこれに伴う効果をもっ

て本件合併に合理的な事業

目的があったとまではいえ

ない。 

 

また、A 社が主張する更

なる経営管理の強化などの

事業上の変化については、

本件合併を契機に A 社グル

ープ内の管理体制を変更し

たことによって生じたもの

にすぎず、本件合併とはお

よそ関係のないものといえ

るから、当該変化が生じた

ことをもって本件合併に合

理的な事業目的があったと

まではいえない。 

したがって、これらの点

に関する A 社の主張には理

由がない。 
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原処分庁 A 社 審判所 

た」ものとはいえない。 

B 本件一連の行為は、通常

は想定されない組織再編成

の手順や方法に基づくもの

であるといえる。 

 本件一連の行為の前後に

おいて、B 社が行っていた

事業には実質的な変更はな

く、また本件一連の行為の

後において、A 社は B 社の

資産及び負債を包括的に承

継する結果となっていない

のであるから、本件一連の

行為の後の事業内容及び組

織の実態と実質的に同様の

状態を実現するためには、

本件合併を経由することは

不要であり、本件一連の行

為は、B 社の未処理欠損金

額がなければ本来行う必要

がなかったものと認められ

る。また、本件一連の行為

により、合併や譲渡の事務

手続きコスト等が生じてお

り、B 社から工場・製造設

備を譲り受ける場合と比し

て極めて迂遠かつ過大な負

担を伴うものである。 

 従って、本件一連の行為

は、不要な本件合併を経由

する等、極めて迂遠かつ過

大な負担を伴う手順や方法

を選択している点において

「通常は想定されない組織

再編成の手順や方法に基づ

B 本件一連の行為は、通常

は想定されない組織再編成

の手順や方法に基づくもの

であるとはいえない。 

 本件一連の行為は、本件

事業リスクの移転並びに C

社の損益構造及びグループ

内の役割の変更を実現する

上で、根本的、重要かつ有

用な手法である。 

 また、原処分庁は、本件

合併及び本件譲渡等を否認

しながら、その結果、B 社

の資産のうち重要性も高く

金額的にも重要な工場・製

造設備を B 社から C 社への

包括承継をし、C 社から A

社への個別譲渡をしたもの

として C 社に対する賃貸借

契約をするという、かえっ

て経済的に「異常ないし変

則的」な法律構成しか代替

的に示すことができないの

であるから、そもそも本件

合併及び本件譲渡等を否認

すること自体が不当という

ほかない。 

本件行為計算が、法人税

法 132 条の 2 にいう「法人

税の負担を不当に減少させ

る結果となると認められる

もの」に当たることは、代

替的な法律構成がどのよう

に示されるかによってこの

判断に影響を与えるもので

はないのであるから、この

点に関する A 社の主張には

理由がない。 
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原処分庁 A 社 審判所 

い」たものであるといえる。 

 

② 税負担の減少以外に本件一連の行為を行うことの合理的な理由となる事業目的その

他の事情が存在しないことについて 

 

原処分庁 A 社 

(ｱ) A 社が主張する「債務超過を繰り返す

B 社を救済」することは、債権放棄や

増資によって解決可能で、実際に本

件合併前に増減資して B 社は債務超

過となっていない以上、本件一連の

行為の目的とはなり得ない。 

(ｲ) A 社が主張する「B 社を事業リスクか

ら解放し、賃加工形態へのビジネス

モデルへの移行」という目的につい

ては、本件一連の行為によって、損

益構造に変化を与えるビジネスモデ

ルの変更は生じていないと共に、ア

ルミホイール等に係る受注数量増減

に伴う損益の最終的な帰属といった

観点からのリスク（本件事業リスク）

からの解放は販売単価の変更による

ものであり、本件一連の行為とは無

関係である。 

(ｳ) A 社が主張する「事業管理体制の移

転」という目的についても、A 社は本

件一連の行為の前からアルミ承認グ

ループ会議等の機会を通じて、B 社か

ら損益状況の報告を受け、あるいは

検討に参画する等、アルミ製造事業

に関与しており、こうした関与体制

は C 社との関係においても継続して

いたと認められるから、毎月の予算

会議における体制への移行を含め、A

社によるアルミ製造事業への関与

(ｱ) 本件一連の行為とその過程で実施さ

れた販売単価の変更は、債務超過に

陥ることが想定されていた B 社を救

済すると共に、A 社がその子会社を通

じてアルミ製造事業を行う建付けは

維持しつつ、C 社を本件事業リスクか

ら解放し、賃加工形態のビジネスモ

デルへ移行するために実行されたも

ので、正当な事業目的を有する。 

(ｲ) また、本件一連の行為を通じて、本

件事業リスクの実質的な負担及び事

業管理体制を A 社に移転するという

目的が実現されている。 

すなわち、本件一連の行為の前は、

年 1 回の全社経営会議及び年 2 回の

商品グループ別ヒアリングの発表以

外は現場レベルの会議のみで、A 社に

よる事業管理体制が発揮される体制

にはなかったが、平成 22 年 3 月 1 日

以降、A 社の経営トップが参加する毎

月の予算会議において、新たにアル

ミ製造事業販売部門が審議対象に加

えられ、毎月の業況及び課題進捗の

報告並びに経営陣からの事業管理体

制は、本件合併後の予算会議を通じ

てより強化された。 
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原処分庁 A 社 

は、当該事業を行う子会社の行為の

前後を通じて実質的な変化があった

とは認められない。

従って、本件一連の行為が上記目的の下

で行われたものとは評価できない以上、本

件一連の行為に「税負担の減少以外にその

ような行為又は計算を行うことの合理的な

理由となる事業目的その他の事由が存在」

しないということができる。

③ 本件一連の行為が、組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したもので

あることについて

原処分庁 A 社 

役員宛の電子メール、経営会議・取締役

会の決議事項が記載された書面に、B 社の

繰越欠損金の有効活用に関する記載がある

ことから、A 社は本件一連の行為を計画し

た当初から一貫して B 社の未処理欠損金額

を利用して A 社の税負担軽減を図ることを

本件合併の重要な目的としていたものと認

められる。

C 社の事業内容と B 社の事業内容に違い

が認められないにもかかわらず、敢えて本

件一連の行為に本件合併を組み入れて形式

上整えたのは、上記目的があったからであ

ると認められる。

(ｱ) A 社が本件一連の行為とその過程で

実施された販売単価の変更を行った

のは、B 社の継続的な赤字状態を抜

本的に見直すためであり、平成 22

年 2 月 5 日の取締役会において、役

員間でB社の増減資等についての活

発な議論が行われているが、本件合

併に係る「節税効果」は議論の対象

にすらなっておらず、このことは、

経営陣の本件合併に関する問題意

識、動機及び目的が「節税効果」に

はないことを示すものである。

(ｲ) また、本件合併に伴う未処理欠損金

額の引継ぎは単なる副産物としての

効果にすぎず、営利企業が組織再編

において課税上の効果を予測し、意

思決定の要因として考慮するのは当

然のことである。
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④ 本件合併により A 社が B 社の未処理欠損金額を引き継ぐことは、法人税法 57 条 2 項

の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるものであることについ

て 

 

原処分庁 A 社 

法人税法 57 条 2 項が、移転対象事業につ

いて継続すると認められる適格合併を前提

として設けられていることに鑑みれば、完

全子会社の吸収合併において未処理欠損金

額の引継ぎを認める趣旨は、合併前の支配

関係を前提として、消滅会社の資産負債が

帳簿価額により親会社である存続会社に包

括承継された結果、移転資産負債を利用し

て事業継続することにより従来の課税関係

を継続させることを認めたものであると解

するのが相当である。 

本件一連の行為を行った結果、アルミ製

造事業は C 社に包括的に承継されており、

A 社はアルミ製造事業を包括的に承継し移

転対象事業を継続しているということはで

きず、法人税法 57 条 2 項の前提を欠くもの

といえるから、本件合併に同項を適用する

ことは、同項が設けられた趣旨及び目的に

反することが明らかというべきで、同項の

本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でそ

の適用を受けるものであると認められる。 

 

(ｱ) 課税処分は納税者の財産権に対する

直接的な侵害的処分であり、法律上

明記された課税要件を離れて、「趣旨

及び目的」を理由として納税者に不

利に解釈した上で課税を行うこと

は、租税法律主義を定めた憲法 84 条

に反する。 

(ｲ) 法人税法 57 条 2 項における適格合併

に伴う未処理欠損金額の引継ぎにつ

いて、「移転資産等を利用した事業を

継続することにより従来の課税関係

を継続させる」ことは、同項の文言

からの要件とされていないし、また、

完全支配関係がある場合の適格合併

に係る要件に関する法令の文言に照

らしても、勘案される余地はなく、

さらに、同条 3 項の文理上も、適格

合併の日の属する事業年度開始の日

の 5 年前の日以後に特定資本関係が

生じたものでない適格合併において

も、要件として条文上要求されてい

ない。 

(ｳ) なお、事業活動において、利益の発

生の有無並びに利益額の変動の幅及

び可能性を総称して事業リスクと称

するところ、事業を承継するとは事

業リスクを承継することにほかなら

ない。この点、本件一連の行為とそ

の過程で実施された販売単価の変更

により、A 社が本件事業リスクを負担

しており、このような事業リスクの
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原処分庁 A 社 

所在に照らせば、A 社は B 社の事業

を本件一連の行為とその過程で実施

された販売単価の変更を通じて包括

的に承継し、継続している。 

 

⑤ 本件一連の行為を通じて A 社の法人税の負担が減少することは、本来 A 社が負担す

べきであった適正な法人税額へと調整することを意味することから、本件は「法人税

の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」には当たらない旨の A 社

の主張について 

 

原処分庁 A 社 審判所 

法人格を異にする 2 つの

法人間の合併に際して、未

処理欠損金額の引継ぎが原

則とされているということ

はできず、仮に「本件事業

リスクが A 社の連結グルー

プに帰する事実」により B

社のみ処理欠損金額が生じ

ていたとしても、その発生

時点において、その未処理

欠損金額が将来的に A 社に

引き継がれることが法人税

法上必ずしも確実であるわ

けではないから、不当減少

の判断に影響を与えるもの

ではない。 

A 社との取引を通じて B

社に未処理欠損金額が生じ

ていたことは、取引価額が A

社に過度に有利に設定され

ていたためであり、A 社は

過大に計上された課税所得

を基に法人税を納付してき

たものであって、本件合併

を通じて A 社が B 社の未処

理欠損金額を引き継ぎ、A

社の課税所得が減少するこ

とは、A 社が過去に納付し

た過大な報じ税額を、本来

負担すべき適正な法人税額

へと調整することを意味す

るにすぎないから、本件合

併による未処理欠損金額の

引継ぎは「法人税の負担を

不当に減少させる結果」に

はならない。 

A 社と B 社とは、取引に

係る基本契約を締結し、当

該契約に基づいて取引を行

っていたのであるから、当

該取引によって A 社に生じ

た利益の額に基づき計算さ

れた法人税額が過大であっ

た旨の主張には理由はな

く、また、同様に、B 社に

おいて生じた損失は、飽く

までも B 社の損失にすぎ

ず、A 社が当該損失を A 社

の利益から差し引いて計算

したものが A 社の本来負担

すべき法人税額であること

にもならない。 

したがって、本件合併を通

じて本来 A 社が負担すべき

であった適正な法人税額へ

と調整がなされたことを前

提とする A 社の主張には理

由がない。 
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(3) 審判所の判断と分析 

A 社が B 社の未処理欠損金額を A 社の欠損金額とみなして損金の額に算入したこと

は、法人税法 132 条の 2 に規定する「法人税の負担を不当に減少させる結果となると

認められるもの」に該当するか否かについての審判所判断は次の通りである。また、

これに関する分析を行っている。 

なお、A 社のプレスリリース、平成 28 年 11 月 1 日付訴状等で、裁決書の非開示部

分の内容を推測している。 

 

【図表 8 審判所の判断と分析（争点 2）】 

審判所の判断 分析 

(ｱ)  A 社は、本件合併によってアルミ製造

事業を A 社の一部門として取り込み、

アルミ製造事業の事業リスクを A 社が

負担することによってアルミ製造事業

の損益改善を図る方針を決定していた

ものの、本件 12 月 21 日の経営会議に

おいて、当該方針を変更し、新設する C

社に工場・製造設備の賃借料その他の

費用を負担させて B 社と同様の運営を

行わせることを決定し、本件 2 月 5 日

の取締役会で、C 社に関しては B 社の

事業内容を継承させるとともに、管理

体制に伴う変更点は最小限とする方針

を決定した。 

  なお、本件 2 月 5 日の取締役会で承

認された C 社の事業計画に関する内容

で、本件 2 月 5 日の取締役会資料の C

社の事業計画の売上高及び経常利益の

各数値は、本件 1 月 13 日の経営会議議

案書における同社の事業計画の各数値

とは異なって、売上高が増加し、経常

利益が減少し、■■■■■■■が行わ

れている旨の記載がなくなっていると

ころ、これらの相違点は、本件 1 月 27

日の常務席会議において報告された①

減価償却費その他費用の負担を C 社が

① ヤフー・IDCF 判決との比較 

  A 審判所の判断基準 

本事案は、ヤフー・IDCF 最高裁判

決（最一・二小判平成 28 年 2 月 29 日）

後、法人税法 132 条の 2 が適用された

最初の事例であり、同判決で示された

次の不当性要件の制度濫用の有無の判

断基準に従って、審判所の判断が行わ

れていると考えられる。 

(ｱ) 行為計算の不自然性（脚注 3） 

(ｲ) 税負担の減少以外の合理的な事

業目的等の不存在（脚注 4） 

(ｳ) 客観的事情からの租税回避の意

図の存在（脚注 2） 

(ｴ) 組織再編税制に係る各規定の本

来の趣旨・目的からの逸脱（脚

注 5） 

 

B 「合併が行われなかったものと」と

しての否認 

(ｱ) ヤフー判決 

みなし共同事業要件の規模要件

を満たさない適格合併において、

事前に合併法人の代表取締役社長

が被合併法人 IDCS の副社長に就

任した行為は、就任の経緯等、就
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審判所の判断 分析 

すること、②アルミ商品の仕入価格に

ついての見直しを行うことという前提

によって、C 社の売上高が増加するも

のの、経常利益は減少するという計算

がされたものと認められ、本件 2 月 5

日の取締役会では、このような変更点

も併せて承認されたものといえる。 

任期間、業務内容等に照らし、特

定役員の実質を備えていたという

ことはできず、副社長就任は、特

定役員引継要件を満たすために、

実質と乖離した形式を作出する明

らかに不自然なものであり、税負

担以外の減少以外にその合理的な

理由といえる事業目的等があった

とはいえないとされ、特定役員の

就任行為が否認された。すなわち、

一連の行為のうち、特定役員の就

任行為という本来不要な行為のみ

がないものとして否認され、合併

行為は否認されていない。 

 

(ｲ) IDCF 判決 

 分割後に分割法人が分割承継法

人株式の発行済株式の全部を譲渡

することが見込まれているため、

新設分割により設立された分割承

継法人が資産調整勘定の金額を計

上した場合において、翌事業年度

以降は損金の額に算入されない分

割法人の未処理欠損金額を分割承

継法人の資産調整勘定に転化し、

60 ヶ月で償却するため、本来必要

のない譲渡を介在させた行為は、

実質的には適格分割であったとし

て、税負担の減少以外に事業目的

があったとは考え難いとされ、譲

渡行為がないものとされ、資産調

整勘定の損金算入が否認された。

すなわち、一連の行為のうち、株

式譲渡行為という本来不要な行為

のみがないものとして否認され、

(ｲ)  そして、A 社は、本件 12 月 21 日の

経営会議において変更された本件合併

に係る方針及び本件 2 月 5 日の取締役

会において決定された C 社に関する方

針に基づいて、平成 22 年 2 月 16 日に

金銭出資を行い、平成 22 年 3 月 1 日に

本件転籍によりその全従業員を C 社に

転籍させた後の B 社を、本件合併によ

って同日に吸収合併した上で、本件合

併の効力発生日である平成 22 年 3 月 1

日に、B 社から承継したアルミ製造事業

を行う上で必要な主要取引先、棚卸資

産及び未払費用等を C 社に引き継ぐと

ともに、B 社から承継した工場・製造設

備についても、賃貸借契約によって工

場・製造設備を対象として C 社に賃貸

して賃貸料を収受させるなどして、本

件合併の直後に、A 社が B 社から承継

したアルミ製造事業に係る事業内容を

C 社に引き継いでいる。 

(ｳ)  A 社の当時の取締役らは、本件合併を

計画した当初から、本件合併の財務効

果として B 社の未処理欠損金額を引き

継ぐことによって税負担が削減される

ことを認識しつつ、アルミ製造事業を A

社本体に取り込まず、また、C 社に関し

て、工場・製造設備の減価償却費相当

額を負担させることなど、変更された
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審判所の判断 分析 

方針に基づいて合併した場合、本件合

併の事業上の目的や必要性が失われて

税負担削減の効果だけが残ることを認

識していたにもかかわらず、当初の計

画どおり本件合併を行うことを決定し

た2。そして、当該決定に基づいて、本

件合併の効力発生日である平成 22 年 3

月 1 日に、B 社から承継したアルミ製

造事業に係る事業内容を C 社に円滑に

引き継いでいるのであって、本件合併

及びこれに関連する一連の行為は、ア

ルミ製造事業を、A 社に取り込むことな

く、A 社グループにおける当該事業の実

態を実質的に維持した上で、B 社の利益

だけでは容易に償却し得ず、発生後 7

年を経過することによって切り捨てら

れることとなる未処理欠損金額を法人

税法 57 条 2 項の規定に基づき、A 社の

欠損金額とみなして、これを A 社の損

金の額に算入することにより税負担が

削減されるという効果を享受すること

を意図して、計画的に実行されたもの

と認められる。 

分割行為は否認されていない。 

 

(ｳ) 本件裁決 

 合併前後において経済実態に変

化がないため、合併行為そのもの

が本来不要な行為として否認され

ているという点が、ヤフー・IDCF

判決とは異なる。 

     

     次の※１～3 にもかかわらず、

合併が行われなかったものとして

取り扱うことが可能なのか疑問で

ある。 

 

※1 合併の前後における経済実態の変

化があった 

B 社は、A 社への販売単価が一

定で、販売数量の増減により収支

が変動し事業リスク負担していた

が、本件一連の行為の過程で、販

売単価を販売数量に応じたものに

変更したことで、C 社は販売数量

にかかわらず期間収支が均衡し、

本件事業リスクは A 社が負担する

こととなった。 

つまり、合併の前後で損益構造

の変化があったと考えられる。 

 

※2 A 社は、C 社の事業リスクを負担

することになることを受け、C 社

事業の管理体制の強化を行ってい

る。つまり、合併の前後でグルー

プ内役割の変化があったと考えら

(ｴ)  これらの事情に鑑みると、本件合併

は、被合併法人の権利義務を承継する

といった通常想定されている合併の実

質が備わっていたということはでき

ず、B 社の未処理欠損金額を引き継ぐた

めに企図された名目的なものであっ

て、実態とは乖離した形式を作出する

明らかに不自然なものであるというべ

きである3。 

 

                                                  
2 客観的事情からの租税回避の意図の存在 
3 行為計算の不自然性 
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審判所の判断 分析 

(ｵ)  そして、本件 1 月 13 日の経営会議に

おける当時の代表取締役の「■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■」旨の発言があったこと、

本件 1 月 27 日の常務席会議において経

営企画室の担当者から C 社からのアル

ミ商品の仕入価格に関する基準の見直

しをすることとする旨の提案がなされ

たこと、本件 2 月 5 日の取締役会では、

本件 1 月 13 日の経営会議における

2009 年の事業計画と比較して 2009 年

及び 2010 年の各年度の売上が増加し

て、経常利益が減少するという内容の

計画となり、当該計画が承認されてい

ることなどの事実を総合すると、賃加

工ではなく工場・製造設備の減価償却

費を C 社に負担させることとした場合

には、本件合併によって本件合併の事

業目的であったアルミ製造事業の損益

改善が達成できなくなることから、当

該発言を受けて本件 1 月 27 日の常務席

会議においてアルミ商品の仕入価格の

基準の見直しに関する提案がなされ、

本件 2 月 5 日の取締役会でその承認が

されたものと認められる。 

つまり、各会議において決定された

当初の方針として掲げられていた本件

合併の事業上の目的であるアルミ製造

事業の損益改善については、最終的に

は、上記のとおり、本件合併ではなく、

A 社と C 社との間の取引基本契約にお

ける販売単価の変更によって達成する

方針となったことからすれば、本件合

併には、B 社の未処理欠損金額の引継ぎ

れる。 

 

※3 合併行為の代替的な法律行為の明

示がない 

B 社が所有していた工場及び製

造設備が合併により合併法人 A 社

に移転し、A 社の資産として所有

されている点につき、合併に代わ

る所有権移転に係る代替的な法律

行為が示されていない。 

 

C 租税回避の意図 

「本裁決では、租税回避の意図がある

ため、合理的な事業目的等がないと判断

した可能性が否定できず、最判平成 28

年と判断過程が逆転している恐れがある

（なお、調査官解説は、「税負担の減少目

的と事業目的との主従関係等」も考慮し

得る旨を指摘するが、本裁決は明示的に

論じていない）。欠損金の利用という主観

的意図や動機に基づく法制度の運用は、

不安定となることが否めないため、判例

の正確な理解と慎重な適用が求められよ

う。」との意見もある（「租税判例速報」

No.1504、神山弘行）。 

なお、原処分庁は、役員宛の電子メー

ルや経営会議等の書面に、B 社の繰越欠

損金の有効活用に関する記載があるとし

て、租税回避の意図の存在を主張してい

るが、審判所は、役員宛の電子メール等

について直接言及していない。 

A 社主張では、租税回避の意図がなか

ったとしているが、当該メール等が存在

しているとすれば、A 社の主張は通らな

いと考えられる。 
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審判所の判断 分析 

によって A 社の税負担を減少させるこ

と以外に合理的な理由といえるような

事業目的その他の事情があったとはい

えない4。 

 

(ｶ)  そうすると、本件のように法人税法

57 条 3 項に規定する要件に該当しない

適格合併で、同条 2 項の規定を適用し

たものについて、それが租税回避の手

段として濫用するものであれば、同法

132 条の 2 の規定の適用は認められる

ものと解され、また、その濫用の有無

の判断については、上記のとおりと解

されるところ、本件合併は、被合併法

人の権利義務を承継するといった通常

想定されている合併の実質が備わって

いたということはできず、B 社の未処理

欠損金額を引き継ぐために企図された

名目的なものであって、実態とは乖離

した形式を作出する明らかに不自然な

ものであり、また、B 社の未処理欠損金

額の引継ぎによって A 社の税負担を減

少させること以外に合理的な理由とい

えるような事業目的その他の事情があ

ったとはいえないものである。したが

って、本件合併及びこれに関連する一

連の行為は、組織再編成を利用して税

負担を減少させることを意図したもの

であって、同法 57 条 2 項の本来の趣旨

及び目的を逸脱する態様でその適用を

受けるものと認められるというべき5で

あり、本件合併及びこれに関連する一

連の行為により欠損金額に相当する金

額を損金の額に算入したことは、組織

                                                  
4 税負担の減少以外の合理的な事業目的等の不存在 
5 組織再編税制に係る各規定の本来の趣旨・目的からの逸脱 

MJS／第74回 租税判例研究会（2017.10.20）



27 

審判所の判断 分析

再編税制に係る規定を租税回避の手段

として濫用することにより法人税の負

担を減少させるものとして、同法 132

条の 2 にいう「法人税の負担を不当に

減少させる結果となると認められるも

の」に当たると解するのが相当である。 

(4) 今後の実務への影響

 組織再編成により資産負債が移転している場合であっても組織再編成が否認される

ことがあり得ること、特定資本関係（現行税法上は「支配関係」）5 年超要件を充足し

ていても繰越欠損金が否認されることがあり得ること、また、組織再編成の前後を通

じて、事業の実態の変化や継続性等も考慮すべきことに留意を要するものと考えられ

る。

４．おわりに 

上記においては争点 1 と争点 2 を分けて検討したが、両者は密接不可分であると考

えられる。争点 1 では、個別規定である法人税法 57 条 3 項の射程外である取引、つま

り特定資本関係 5 年超要件を満たす適格合併に対して、法人税法 132 条の 2 の適用に

より、射程内に引き戻して課税することについて、審判所が積極的な判断を示してい

ない。争点 2 において、本事案は不当性要件の権利濫用に該当し、合併の前後で経済

実態に変化がないため、合併が本来不要な行為であり、合併が行われなかったものと

して否認していることから、「合併を行っていない、よって被合併法人の繰越欠損金を

引き継ぐことはない」という結論となる。つまり、合併を行ったことを認めた上で、

特定資本関係 5 年超要件を満たす適格合併において、被合併法人の有する繰越欠損金

の引継ぎを否認することができるか否か、本事案は法人税法 57 条 3 項の趣旨・目的を

逸脱しているのか等の議論を回避した結論となっている。この点については、今後の

裁判における判断に委ねたということであろうか。

また、引き直しを示さないまま、合併を行わなかったものとして法人税法 132 条の 2

を適用するにあたり、合併による工場・製造設備の所有権移転はどのような法律行為

とされるのであろうか。

 その他、上述の通り、本件裁決ではいくつかの疑問が残るが、今後の判決における

判断の動向を見守ることにしたい。
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 本件裁決では争いとなっていないが、国税当局への事前照会に対し、特定資本関係

が 5 年超であることから、被合併法人 B 社の繰越欠損金は引き継げる旨の回答をした

にもかかわらず、これに反して行われた更正処分等が、信義則の法理の適用により違

法となるかどうかという論点もあり得る。

 信義則とは、法律生活において、人は相手方の合理的な期待や信頼を裏切ってはな

らないという原則であり、民法 1 条 2 項に規定されているが、租税法規に適合する課

税処分についても、「法の一般原理である信義則」の適用があり得るとした判例がある

（最判昭 62・10・30）。 

 但し、同判決は、信義則の法理により課税処分を違法なものとして取り消すことが

できる場合があるとしても、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要

請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しな

ければ正義に反するといえるような「特別の事情」が存する場合に、初めてその適用

の是非を考えるべきものであり、「特別の事情」とは、税務官庁が公的見解を示した場

合に該当し得るものであると判示している。

 なお、一般的に、事前照会において事実関係の枢要な部分において客観的事実との

間に重大な相違があるような場合には、信義則に反するということはできないと考え

られるが、本事案では、事前照会文書の内容が不明であるため、検討することができ

ない。

 税理士は、法令の範囲内で依頼者の利益の最大化を考えて業務を遂行すべき義務を

負い、また委任された業務に関して依頼者が採るべき方法が複数ある場合には、依頼

者が正しい判断ができるように適切な指導及び助言を行う義務があるとされている

（東京高裁平成 26 年 8 月 28 日判決）。 

 本事案が裁判所の判決により確定するまでの間、本件裁決を考慮し、税理士が組織

再編税制に関する税務アドバイスを必要以上に保守的に行う場合、将来、税理士損害

賠償責任を追及される可能性が生じるのではないかという意見もある。

以上

コラム

税理士損害賠償責任 

信義則 
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